
「沖縄県がん対策推進条例」制定の経緯 

 

 国は、がん対策基本法を制定し、がん対策の基本理念と国、地方公共団体、国民、

医師等の責務を定め、平成19年６月には、がん対策の推進に関する基本的な計画で

ある「がん対策推進基本計画」を策定しました。 

  

 県は、がん対策基本法に基づき、平成20年３月に「沖縄県がん対策推進計画」を

策定し、本県の医療提供の状況に応じた、がん予防対策、がん医療対策、がん登録

等に係る施策を実施するとともに、平成21年12月には同計画アクションプランを策

定し、県、医療機関、県民等の役割を示し、計画的にがん対策を推進しているとこ

ろです。 

 

 しかし、がん対策の現状としては、がん診療連携拠点病院（がん診療の拠点とな

る病院）の機能強化を目的とした補助金の交付、がんに関する経済的・精神的な不

安、悩みの相談窓口をまとめた「がんサポートハンドブック」のがん患者への配付

をはじめ、進展している部分もありますが、がん検診の受診率の伸び悩み等、依然

として多くの課題が残されています。 

 

 このことから、県は、市町村、保健医療関係者、事業者、がん患者等関係者（家

族、遺族及び患者団体）等と連携し、 

① がんの予防及び早期発見により県民の健康保持を図る 

② がん患者及びその家族の気持ちを深く認識し、療養生活に伴う様々な不安の軽減

を図ること 

を目的に、がん対策に関する基本的事項を定めた沖縄県がん対策推進条例を制定

することとなりました。 

 

今後は、県がん対策推進計画の見直しを進め、総合的かつ計画的にがん対策を推

進していきます。 

資料１０



 

 制定案の概要 

   この条例の目的について定める。（第１条） 

   用語の定義について定める。（第２条） 

   県、県民、保健医療関係者及び事業者の責務について定める。（第３条から第

６条まで関係） 

   がんの予防及び早期発見のための施策の推進について定める。（第７条） 

   医療従事者の育成及び確保について定める。（第８条） 

   緩和ケアの推進について定める。（第９条） 

   在宅医療の推進について定める。（第10条） 

   がん医療の充実について定める。（第11条） 

   がん患者等関係者への支援について定める。（第12条） 

   がんに関する情報の提供について定める。（第13条） 

   がん登録の推進に必要な施策について定める。（第14条） 

   離島及びへき地におけるがん医療の確保等について定める。（第15条） 

   県民の自主的な活動の促進について定める。（第16条） 

    がん対策の推進のため必要な財政上の措置について定める。（第17条） 

   沖縄県がん対策推進協議会の設置について定める。（第18条） 

   この条例は、公布の日から施行する。（附則） 

 

沖縄県がん対策推進条例規則 

制定の経緯及び必要性 

    沖縄県がん対策推進条例第18条第１項により沖縄県がん対策推進協議会を設置す

ることに伴い、同条第６項により協議会の組織及び運営に関し必要な事項を規則で

定めました。   

       

３ 規則案の概要 

   この規則の趣旨について定める。（第１条） 

    協議会の会長について定める。（第２条） 

   協議会の会議について定める。（第３条） 



   協議会委員以外の者からの意見聴取について定める。（第４条） 

   協議会の庶務について定める。（第５条） 

   雑則について定める。（第６条） 

 





沖縄県がん対策推進条例

（目的）

この条例は、がん対策基本法（平成18年法律第98号。以下「法」という。）の趣第１条

旨を踏まえ、がんの予防及び早期発見により、県民の健康保持を図るとともに、がん患

者及びその家族が置かれている状況を深く認識し、療養生活に伴う様々な不安の軽減を

図るため、県、県民、保健医療関係者及び事業者の責務を明らかにし、がん対策に関す

る基本的な事項を定めることにより、総合的かつ計画的にがん対策を推進することを目

的とする。

（定義）

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに第２条

よる。

 保健医療関係者 法第２条第２号に規定するがん医療に携わる者をいう。

 事業者 労働基準法（昭和22年法律第49号）第10条に規定する使用者をいう。

 がん患者等関係者 がん患者及びその家族（遺族を含む。）並びにこれらの者によ

り構成される県内の団体をいう。

 がん対策関係者 がん対策に対する県民の理解及び関心を深めるために取り組む団

体その他のがん対策に主体的に関与するものをいう。

（県の責務）

県は、市町村、保健医療関係者、事業者、がん患者等関係者及びがん対策関係者第３条

と連携を図り、地域の特性に応じたがん対策に関する施策を実施する責務を有する。

（県民の責務）

県民は、喫煙、食生活、飲酒、運動その他の生活習慣や生活環境が健康に及ぼす第４条

影響等がんに関する正しい知識を持ち、がんの予防に必要な注意を払うよう努めるとと

もに、積極的にがん検診を受けるよう努めるものとする。



（保健医療関係者の責務）

保健医療関係者は、がんの予防の推進及び早期発見に資するとともに、がん患者第５条

及びその家族が置かれている状況を深く認識し、がん医療の提供に努めるものとする。

２ 保健医療関係者は、がん患者等関係者が求めるがんに関する情報の提供に努めるもの

とする。

３ 保健医療関係者は、県及び市町村が講ずる施策の推進に協力するよう努めるものとす

る。

（事業者の責務）

事業者は、次に掲げる職場環境の整備に努めるものとする。第６条

 従業員ががんの予防のため、健康な生活習慣の重要性を知り、健康の増進に努める

ことができる環境

 従業員ががん検診を容易に受診することができる環境

 従業員ががんに罹患した場合において、当該従業員が安心して治療し、又は療養す
り

ることができる環境

従業員の家族ががんに罹患した場合において、当該従業員が安心して当該家族を看 

護することができる環境

２ 事業者は、県及び市町村が講ずる施策の推進に協力するよう努めるものとする。

（がんの予防及び早期発見の推進）

県は、がんの予防の推進及び早期発見に資するため、次に掲げる施策を講ずるも第７条

のとする。

 喫煙、食生活、飲酒、運動その他の生活習慣や生活環境が健康に及ぼす影響を周知

することその他のがんの予防のための普及啓発

 性別による特有のがん及びがんに罹患しやすい年齢を考慮したがんの予防に関する

知識の普及啓発

 小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校におけるがんの理解及び予防につなが

る知識の普及啓発

 健康増進法（平成14年法律第103号）第25条第１項に規定する受動喫煙を防止する

ための施策



 がん検診の受診率及び質の向上に資するための施策

 前各号に掲げるもののほか、がんの予防及び早期発見に必要な施策

（専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成及び確保）

県は、手術、放射線療法、化学療法その他のがん医療に携わる専門的な知識及び第８条

技能を有する医師その他の医療従事者の育成及び確保を図るため、必要な施策を講ずる

ものとする。

（緩和ケアの推進）

県は、緩和ケア（法第16条に規定する疼痛等の緩和を目的とする医療その他の行第９条
とう

為をいう。以下同じ。）の推進を図るため、次に掲げる施策を講ずるものとする。

 がん患者の状況に応じた治療の初期段階からの緩和ケアの推進

 緩和ケアに関する知識及び技能を有する医療従事者の育成

 住み慣れた家庭、地域等で緩和ケアを受けることができる体制の整備

 前３号に掲げるもののほか、緩和ケアの推進に必要な施策

（在宅医療の推進）

県は、がん患者の意向により、住み慣れた家庭、地域等でがん医療を受けること第10条

ができるよう、必要な施策を講ずるものとする。

（がん医療の充実）

県は、がん患者が適切ながん医療を受けることができるよう、次に掲げる施策を第11条

講ずるものとする。

 がん診療連携拠点病院（法第15条第１項に規定する専門的ながん医療の提供等を行

う医療機関として厚生労働大臣が指定した病院をいう。 の整備）

 前号に掲げる病院とその他の医療機関との連携の強化

 前２号に掲げるもののほか、がん医療の充実に必要な施策

（がん患者等関係者への支援）

県は、がん患者及びその家族の療養生活の質の維持向上並びに身体的、精神的及第12条



び経済的な負担の軽減に資するため、次に掲げる施策を講ずるものとする。

 がん患者及びその家族に対する相談支援体制の充実

 がん患者等関係者の経験を活用した支援活動の推進

 前２号に掲げるもののほか、がん患者等関係者への支援に関し必要な施策

（がん医療等に関する情報の提供）

県は、県民に対し、がん医療及びがん患者支援に関する情報を提供するため、必第13条

要な施策を講ずるものとする。

（がん登録の推進）

県は、効果的ながん対策の立案及びがん医療の向上に必要な情報を得るため、が第14条

ん登録（法第17条第２項に規定するがん患者のがんの罹患、転帰その他の状況を把握

し、分析する取組をいう。）の推進に関し必要な施策を講ずるものとする。

（離島及びへき地におけるがん医療の確保及びがん患者等関係者への支援）

県は、第７条から前条までに掲げる施策のほか、離島及びへき地におけるがん医第15条

療の確保及びがん患者等関係者への支援等に関し必要な施策を講ずるものとする。

（県民の自主的な活動の促進）

県は、県民が自主的かつ主体的に取り組むがんに関する活動を促進するため、必第16条

要な施策を講ずるものとする。

（財政上の措置）

県は、がん対策に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう第17条

努めるものとする。

（沖縄県がん対策推進協議会）

法第11条第１項に規定するがん対策の推進に関する計画の策定又は変更について第18条

必要な事項を調査審議するため沖縄県がん対策推進協議会（以下「協議会」という。）

を置く。



２ 協議会は、委員15人以内で組織する。

３ 委員は、保健医療関係団体を代表する者、がん患者等関係者、学識経験のある者その

他適当と認められる者のうちから、知事が任命する。

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。

５ 委員は、再任されることができる。

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め

る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。





沖縄県規則第41号

沖縄県がん対策推進協議会規則

（趣旨）

この規則は、沖縄県がん対策推進条例（平成24年沖縄県条例第61号。以下「条例」という。）第18第１条

条第６項の規定に基づき、沖縄県がん対策推進協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し

必要な事項を定めるものとする。

（会長）

協議会に会長を置く。第２条

２ 会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理す

る。

（会議）

協議会は、会長が招集し、会長が議長となる。第３条

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（意見の聴取）

会長は、必要があると認めるときは、協議会に委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことが第４条

できる。

（庶務）

協議会の庶務は、福祉保健部医務課において処理する。第５条

（補則）

この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。第６条

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。


